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はじめに

近年、地方や都市を問わず、多様な地域的課題や社会的課題が山積しているが、こうした

課題に財政難に陥っている行政だけで対応することは困難となっている。こうしたなか、こ

れら課題解決の担い手として、 社会的企業 が注目されている。社会的企業は ソーシャ

ル・エンタープライズ や ソーシャル・ビジネス の日本語訳だが、そもそもそれらの言

葉が生み出された背景は異なっている。ソーシャル・エンタープライズ ）はヨーロッパと

アメリカで広く使われているが、それぞれ背景が異なり意味合いも異なる。また、ソーシャ

ル・ビジネスはムハマド・ユヌス氏が生み出したとされるが、ノーベル平和賞を受賞したこ

とで世界で注目度が高まっている。さらに、地域や社会の課題解決に企業の

（ 企業の社会的責任）や （

共有価値の創造）が注目を浴びるようになったことも社会的企業の捉え方を複雑なものに

している。

本稿では、これら類似した言葉の意味を整理した上で、 や が中小企業にどの程

度広がりを見せているのかや、 や に取組む下請企業は“自律型下請企業”であ

る 、 自律型中小企業の とユーザーとの関係は 概念で説明できる の つの仮

説について、東大阪市の中小企業へのアンケート結果に基づき考察する。
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．社会的企業、 、 に関する先行研究

ヨーロッパとアメリカの社会的企業（ソーシャル・エンタープライス）

ヨーロッパ諸国では長期失業や貧困、障害などの困難を抱えた人々が労働市場や地域のコ

ミュニティから排除される現象を 社会的排除 として捉えており、そのような人々を再び

社会に統合していく 社会的包摂 を社会政策の目標としている。このような目的に沿った

活動をしている企業を 社会的企業 （ここではソーシャル・エンタープライズ）として位

置づけ、政府は様々な側面から支援している ）。このヨーロッパ諸国での社会的企業の特徴

として、 財・サービスの供給によって社会問題の解決を目指す明確な目的を持っているこ

と 社会的企業の企業家は経済的なリスクを引き受けていること 社会的企業は有給の

労働者を雇用していること 社会的企業には意思決定権力が持分割合に基づいておらず、

ガバナンス構造に民主的特性があること 社会的企業には利益の分配における制約がある

ことがある ）。

一方、アメリカの社会的企業（ソーシャル・エンタープライズ）は、政府予算の削減によ

り問題として顕在化した の商業化 という文脈で取り上げられる。アメリカの

はアメリカ合衆国の草創期に形成され、 年代、 年代に政府との重要なパートナーシッ

プを築きながら急速に広がったが、 年の民主党政権時代に当時、深刻な貧困問題が顕在化

するなか、その解決策の一つとして公的資金を に注ぎ込み、準公共財的なサービスの

供給を担わせ、それによって社会的課題解決を図ろうとした。しかし、 年代のベトナム戦

争と福祉国家政策の拡大によって財政赤字が拡大し、 年代には石油ショックによるスタグ

フレーション問題等から政府は が活躍する多くの分野で支出を削減し、これまでの非

営利セクター重視の方針を転換した。この結果、 はサービス利用者から会費や料金を

徴収するなど、自ら資本を調達せざるを得なくなり、商業化していったとされる。この結

果、福祉サービスを提供する従来の は営利と非営利の区別を徐々になくしていった

が、このような事業体を捉える言葉として 社会的企業 （ソーシャル・エンタープライ

ズ）という新たな概念が形成されていった ）。

アメリカでは社会的課題の解決をミッションとした事業体を 社会的企業（ソーシャル・

エンタープライズ）、その事業を興す人物を 社会的企業家（ソーシャル・アントレプレ

ナー） と位置づけ、社会的企業家には 事業性、 革新性、 社会性の つの能力が求め

られる。アメリカの社会的企業論ではイノベーションの担い手となる 社会的企業家（ソー

シャル・アントレプレナー） や、企業を興すために必要な能力（ソーシャル・アントレプ

レナーシップ）に焦点が当てられており、供給する財・サービスに社会的な価値を付加する

ことによるマーケット拡大戦略や、 に取組む企業も含まれるなど、広い範囲で社会的

企業を捉えている ）。
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ムハマド・ユヌスのソーシャル・ビジネス（社会的企業）

ソーシャル・ビジネスという言葉はノーベル平和賞を受賞したムハマド・ユヌスが提案し

たとされるが ）、事の起こりはバングラディッシュの貧しい人々の経済的自立を助けるため

年代中ごろにマイクロクレジット（小額無担保融資）を開始したときが最初とされる。

ユヌス自身はソーシャル・ビジネスの定義として、 社会問題を解決するために利他的なビ

ジネス としており、 損失なし、配当なし の企業としている ）。

ユヌスは、人間にとって最も緊急性の高い課題を解決することを可能とする新しい資本主

義の形態を提案し、それをソーシャル・ビジネスとしたが、ユヌス（ ）の本の内容を従

来企業と比較する形で岡部がまとめている（表 ））。従来、人間の行動動機として、人間

は利己的な存在であり、その集合体である企業も私的利潤の追求を前提に行動していると理

解されてきた。しかし、ユヌスによれば、人間は利己的であると同時に利他的（同情心、慈

悲）を併せ持つ存在である。したがって、会社組織にとってもこれら二つの行動動機に対応

した二つの制度が必要である。すなわち、一つは従来型の個人的利益ないし利潤最大化を追

）岡部（ ）
）ムハマド・ユヌス（ ）
）岡部、同上。

表 従来の企業とソーシャル・ビジネスの対比

資料 岡部光明 社会問題の解決と企業の役割 ソーシャルビジネスと 明治学院大学 国際
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求する会社（営利企業）である。もう一つは他者の利益に専念する会社（ソーシャル・ビジ

ネス）であり、資本主義社会において後者を新しく制度的に導入することが必要である ）。こ

のソーシャル・ビジネスの目標として人類が苦しんできた社会・経済・環境の諸問題（飢

餓、ホームレス、病気、公害、教育不足等）の解決を掲げるもので、これら地球的諸問題

（傍点筆者）を直接解決できるとしている。つまり、ソーシャル・ビジネスはビジネスの持

つ創造性や活力と、慈善の持つ理想主義や利他精神を組み合わせたものであり、社会問題を

解決する上で個人が持つ政府にない能力（知恵、才能、想像力）を活用する仕組みであると

している。そのうえで、この第三の事業形態は消費者、労働者、起業家にとって新たな選択

肢を与え、市場の幅を広げるものであり、現代資本主義の未完成の部分を生める最善の方法

であるとする ）。

日本のソーシャル・ビジネス

日本では、社会問題解決と組織存続の両立を可能にする収益構造をもつ革新的な事業のこ

とを ソーシャルビジネス（ ）） と呼び、このような事業を本来業務とし

て営む事業体を 社会的企業（ ）、その創業者を 社会企業家（

） と呼ぶが、国内メディアに 社会企業家 が姿を見せたのは 年前後で

あった ）。

また、 年 月に発足した民主党の鳩山内閣での所信表明演説において、 新しい公

共 という概念が示され、内閣府に 新しい公共 推進会議 が 年 月に第 回会議

が開催されている。

ところで、経済産業省がソーシャル・ビジネス ）を報告書として最初にまとめたのは

年（平成 年） 月の ソーシャルビジネス研究会報告書 ある。これは谷本寛治氏を

座長とする 年 月の第 回研究会から 年 月までの都合 回にわたる ソーシャル

ビジネス研究会 の成果として出されたものである。この研究会が設立された背景として、

当時、少子高齢化の進展、人口の都市部への集中、ライフスタイルや就労環境の変化等に伴

い、高齢者・障害者の介護・福祉、共働き実現、青少年・生涯教育、まちづくり・まちおこ

し、環境保護、貧困問題の顕在化等、様々な社会的課題が顕在化しつつある。従来、こうし

た社会的課題は、公共セクター（行政）によって対応が図られてきた。しかしながら、社会

的課題が増加し、質的にも多様化・困難化していることを踏まえると、それら課題の全てを

行政が解決することは難しい状況にある。こうした社会的課題を解決する行政以外の担い手

としては、従来、市民のボランティアや慈善型の といった主体が存在していた。近

年、これに加え社会的課題を市民自らが当事者意識を持ち、ビジネスとして積極的に事業性

を確保しつつ解決しようとする活動が注目されつつある。これまでにも障害者雇用を積極的

に行う企業等が見られたが、近年、 社会的企業家 社会的起業家 ソーシャルビジネ
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）岡部、同上。
）岡部、同上。
）原文では“ソーシャルビジネス”とワンワードで表記されており、そのまま使用する。
）独立行政法人 中小企業基盤整備機構（ ）
）注 に同じ。
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ス 等と呼ばれ、地域の及び地域を越えた社会的課題を事業性を確保しつつ解決しようとす

る主体として期待されている。同研究会ではこれらを ソーシャルビジネス と呼び、それ

らの組織形態は株式会社、 法人、中間法人など多様なスタイルを想定している ）。

同報告書中のほか、この研究会の座長を務めた谷本（ ）においてもソーシャル・ビジ

ネスの要件が記されている。すなわち、ソーシャル・ビジネスには 社会性 現在解決が求

められる社会的課題に取組むことを事業活動のミッションとすること、 事業性 のミッ

ションをビジネスの形に表し 継続的に事業活動を進めていくこと、 革新性 新しい社会

的商品・サービスや それを提供するための仕組みを開発したり、活用したりすることの

つの要件が求められている。

このように、これまで日本のソーシャル・ビジネスは経済産業省が主導的に取りまとめを

してきたこともあり、 革新性 がソーシャル・ビジネスに必要な要件となっているが、こ

の点はアメリカが社会的企業にイノベーションを期待した流れと同じである。この意味で、

日本の社会的企業にはアメリカ型の社会的企業に近い内容を有することが期待されているこ

とがわかる。ただし、現状の日本は政府や自治体の歳出削減が重要課題となる中、一方で複

雑化・多様化する形で増加している現下の社会課題に対して質量ともに解決を図らなければ

ならないという二律背反的な問題を有している。この点に関して秋山は、ヨーロッパ型の社

会的企業は必ずしも経済的に政府から自立することが求められていない。つまり、歳出削減

という目標には、アメリカ型の社会的企業は適しているが、ヨーロッパ型の社会的企業は適

していない。また、アメリカ型の社会的企業は企業の社会的責任や財・サービスの社会的な

付加価値によるマーケットの拡大戦略を中心に展開しているのに対し、ヨーロッパ型の社会

的企業は社会問題の解決を明確な目的としており、社会サービスの質の向上という目標には

ヨーロッパ型の社会的企業の方が適している。したがって、歳出削減と社会サービスの質の

向上を社会的企業によって両立させることは事実上困難ではないかと指摘している ）。

日本における 、 の概要

の起源も諸説あるが、藤井（ ）は 年、 は日本ではまだ広く知られて

なかったが、ヨーロッパでは大きなうねりとなっていた ） とする。日本では経済同友会が

年 経営者の社会的責任の自覚と実践 として提言されたのが最初としているが、経済

同友会自身も第 回企業白書 市場の進化と社会的責任経営 を出した 年が日本におけ

る 元年 だとしている ）。

日本で 企業の社会的責任 と訳されている は、単に企業は収益を上げ従業員を雇

用すれば十分に社会的責任を果たしたとされる考え方から、社会の公器として法令遵守はも

ちろんであるが、人権に配慮した適正な雇用や労働条件の確保、消費者への適切な対応、環

境問題への配慮、地域社会への貢献など、企業が市民として果たすべき責任として捉えられ

ている ）。近年、この が大きく取り上げられているのは、企業活動がグローバル化し

）経済産業省（ ）
）前掲、秋山。
）藤井（ ）
）公益社団法人 経済同友会（ ）



たことにより、世界各国で様々な問題を引き起こしていることがある。これらを背景に、

年 月にジュネーブに本部がある国際標準化機構により、企業のみならずあらゆる組織

を対象に、持続可能な発展への貢献を最大化することを目的にした国際規格である

が発行された。

一方、 （ ）はマイケル ・ポーターが 年に 共有価値の

競争優位 ） の中で提唱した概念で、企業は経済的価値を創造しながら社会的ニーズに対応

することで、社会的価値も創造するというものである。この共通価値の創造に関して、一般

的には は価値創造により市場のパイを増やすという意味で、 はその

パイが企業の経済的価値と社会的価値によって共有されるという意味で、 には単

に便益だけでなく、費用対効果を勘案したものである ）と解釈されているように思われ

る。

ポーター自身は、企業が地域社会に投資する際、 に代わって をその指針とすべ

きであるとする。 プログラムは主に評判を重視し、当該事業との関わりも限られてい

るため、これを長期的に正当化し継続するのは難しい。一方、 は企業の収益性や競争

上のポジションと不可分である。その企業独自の資源や専門性を活用して、社会的価値を創

出することで経済的価値を生み出すとしている ）。

なお、中小企業庁は 年版中小企業白書 において、 （

）といった新しい造語を提示している。これは、中小企業者や小規模事

業者は日常の事業活動で構築した 顔の見える信頼関係 を積極的に活用しながら、地域課

題解決に自らの事業として取り組み、持続的な事業活動をしていくことが重要であり、

を真に実現していくという意味で というワードを入れている。中小企業・小

規模事業者が地域課題解決に取組むことは、課題解決による地域活性化とそれによる企業利

益の増大という好循環を生み出すことにつながり、 が事業者が持続的に生き残って

いくための 生きる道 としている ）。

をサステナブルなものとするために求められる視点（筆者の見解）

ポーターの は“共通価値の創造”として訳されることが多いが、筆者は“共有価値

の創造”として捉えており、両者には根本的な違いがあると考える。ポーターは、企業は社

会的価値を創造することで経済的価値を創造することができるとしており、ある分野で価値

を向上すれば、他の分野にチャンスが生まれることをもって“共通価値の創造”としてい

る。しかし、この議論はイノベーションの概念を世界で最初に提示したシュンペータが、プ

ロダクトアウト的な発想で定義したことと似ている。その後ドラッカーは、イノベーション

にマーケティング視点を導入することの重要性を示したが、 にもユーザーないしは消

大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）

）藤井は、マルチステークホルダー・フォーラムによる の定義として、 とは社会面及び環境面
の考慮を自主的に業務に統合することである。それは法的要請や契約上の義務を上回るものである。
は法律上、契約上の要請以上のことを行うものである。 は法律や契約に置き換わるものでも、また、
法律及び契約を避けるためのものでもない。 と紹介している（藤井、前掲書 頁）。
）マイケル ．ポーター、マーク ．クラマー（ ）
）奥村（ ）
）前掲、マイケル ．ポーター、マーク ．クラマー
）中小企業庁（ ）
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費者視点のアプローチが必要であると考える。すなわち、ポーターは を社会的価値を

創出することで経済的価値を生み出すとしたが、その経済的価値（ 本業での売上増）を発

生させ持続させるには、企業の社会課題解決に向けた取組（ 社会的価値）をユーザーない

し消費者が理解するとともに高く評価し、当該企業の製品やサービスを継続して購入する必

要がある。このように解釈すると、企業の生み出す社会的価値を、ユーザーや消費者も企業

と共に“共有”することが大切で、それによって が成立し、また、企業の社会的価値

の創造に共感したユーザーや消費者が一定数存在し、増加していくことが の持続につ

ながると考える。

たとえば、わが国では東日本大震災で被災した福島県の復興を支援するため、キリンビー

ルが福島の特産品である梨を原料に用いた 氷結 を販売していたり、イオンが地域のボラ

ンティア団体を支援するため、イオン・デーに 幸せの黄色いレシート などの取組をして

いたりする。こうした活動が持続的な として成立するには、消費者がその社会的活動

を理解するとともに高く評価して、氷結やイオンで積極的に商品を購入する必要がある。ま

さに、企業が実施している社会的課題解決に向けた活動（ 社会的価値）を消費者も共有す

ることで成り立つのである。なお、これまでに紹介したユヌスのソーシャル・ビジネスと企

業の や について図示したものが図 である。

横軸は経済性か社会性かを、縦軸は自利か他利かを示しており、ユヌスが示したソーシャ

ル・ビジネスは他者の利益に専念するための組織であるので第 象限に、一方、利潤最大化

を追及する企業はそれとは対極の第 象限に描いている。ただし、企業の や は

“企業の持つ 面性”の部分として、 は第 象限に、 は第 象限に描いている。

図 企業の持つ自利と他利の 面制とユヌスのソーシャル・ビジネス

資料 筆者作成



． や に取組む中小企業

筆者はかつて、中小製造業は受注生産型中小企業と独立型中小企業に分かれ、受注生産型中

小企業はさらに自律型下請企業、自立型下請企業、下請企業の タイプに分かれるとした ）。

自律型下請企業はいわゆる下請企業の範疇に含まれるが、取引先である親企業に対して技術

力などを背景に 価格決定権 を有するほか、親企業にも様々な提案を行うなど、親企業と

はギブアンドテークの関係にある。また、自立型下請企業も技術力などを背景に、親企業に

対して 価格交渉力 を有するが、親企業のことを慮って行動する自律型下請企業の方を自

立型下請企業よりも高次に位置づけている。

また、同書の中で、ハーシュマンやヘルパーの アプローチから下請企業、

自立型下請企業、自律型下請企業を区別できることを導出した。すなわち、下請企業が親企

業からの従属関係からの脱出を図る自立型下請企業や、あえて受注生産型中小企業にとどま

ることを選択し、親企業からの介入を自発的に受け入れたり、特定親企業からの退出能力を

高めながらも退出しないなど、親企業との関係性の中で自律型下請企業の存在を明らかとし

た。自立型下請企業や自律型下請企業では、当該受注生産型中小企業が技術力を高めるなど

して親企業に対する価格交渉力を有し、下請企業側にも交渉力が生まれる。下請企業側から

見ると、親企業の方ではるかに技術力が高く、関係特殊的技能の形成に励んだ方が得策と判

断したり、売上確保の面でも魅力的であるなど、下請企業にとって特定親企業との取引関係

を維持したりする方が得策との判断が働く。一方、それほど高い技術力を有さず、また、特

色もなく他社との差別化が図られていない下請企業には、親企業から がちらつかされ

る。親企業から がちらつかされているような場合でも、下請企業自身は取引を継続し

たいと考えている。

上記の状態から脱出した企業が自立型下請企業と自律型下請企業である。両者ともに受注

生産型中小企業であるから親企業が存在し、そこには親企業と当該下請企業との間に何らか

の関係性が形成される。そこでの関係性は、親企業から見た時に、それまで親企業からの

の“一方的受け手”であった下請企業の立場が大きく変化したことに特徴がある。す

なわち、狭義の下請企業の時は、親企業側から発せられる に対し、下請企業側は受容

するしか選択肢はなかったが、技術力などを背景に自立化するようになると、すべての

を受容するのではなく、一種の“拒否権”のようなものが生まれ、その拒否権を背景

にして今度は親企業との間で新たな関係性を構築しようとする ）。

以上を基に自律型下請企業と親企業との関係性の様子や、ユーザー（親企業以外の販売先

や仕入先）との間の を見たものが図 である。親企業との関係性について記した図の

左半分は、下請企業、自立型下請企業、自律型下請企業の区分を アプローチか

ら見たもので、今回はそれに右半分を追加している。すなわち、下請企業と比較すると自立

型下請企業や自律型下請企業の方がより積極的にユーザーにも強い働きかけを行っており、

大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
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それにユーザーも応えることで 共有価値の創造 が図られるというものである。自律型下

請企業の方は、自社が の取組を実施していることを積極的にユーザーに し、ユー

ザー側も他社との比較で に遜色がなければ積極的にそれに応えるというものである。

このため、図ではそれぞれの矢印が点線か実線の違い、実線でも太さが異なるように描いて

いる。

今回、筆者が考える仮説は、

自律型下請企業や自立型下請企業の方が、下請企業と比べてより積極的に や

に取り組んでいる。

自律型中小企業の とユーザーの関係は 概念で説明できる ）。

である。

．東大阪市中小企業の 、 の取組実態

調査の概要

今回、中小企業の の取組実態を明らかとするため、東大阪市の中小企業を対象に下

記の調査を実施した。

調査実施時期 年 月 日 日までの期間、東大阪市シルバー人材センターによ

）この仮説の導出には以下の背景がある。現在、多くの自治体で農水産物や加工食品の 認証食品 制度
が導入されている。たとえば、兵庫県では生産地での安全性検査、第三者機関による書面審査を経たもの
が 兵庫県認証食品 として認証が与えられ、生産・流通・消費拡大に向けた取組が行われている。消費
者はスーパー等で安心・安全の代名詞ともいえる 認証食品 のマークが付いたものを買うことができ
る。

図 アプローチから見た各下請企業とステークホルダーの関係仮説

資料 筆者作成



り対象企業に配布

調査対象 東大阪市内の中小製造業、卸・物流業、小売業 社。なお小売業はスー

パーなど量販店を対象としており、商店街などの一般小売店は対象外としている。

締め切り 年 月 日

有効回答数 社（ ％）

調査は東大阪市内の中小製造業、卸・物流業、小売業など 社を対象に、東大阪市シル

バー人材センターから各社に個配する形でアンケート票を配布した。シルバー人材センター

に依頼したのはこのところの個人情報保護の関係から名簿を入手できなかったためである。

また、対象を中小企業と想定したが、大企業も一部含まれている。

回答企業の概要

回答企業の業種・業態を見ると、 自社製品を持つ製造業 が ％、 下請製造業 が

％、 卸・物流業 が ％、 小売業 が ％、 その他 が ％となっている。ま

た従業員数をみると、 人 が ％、 人 が ％、 人 が ％、

人 が ％、 人 が ％、 人 が ％、 人 が

％、 人 が ％、 人以上 が ％となっている。なお、業種・業態別

と従業員数をクロス集計したものが表 である。

次に、地元との関わりの強さが や 活動に影響しているのではないかとの問題意

識から、現在地での操業・営業年数を見たのが表 である。これによると、全体で最も多

かったのは 年 の ％、次いで 年以上 の ％となっており、現在地で比

較的長期にわたって操業・営業している企業が多い。

また、経営革新的な企業と や に取り組む企業とが相関しているのではないかと

の問題意識から、業種業態別の売上高伸び率と形状利益伸び率をみたものが表 と表 であ

る。
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表 業種・業態別従業員数

上段 度数
下段 ％

従業員数
合計 人 人 人 人 人 人 人 人 人以上

業種・業態

全体

自社製品を
持つ製造業

下請製造業

卸・物流業

小売業

その他

資料 地域課題解決と企業の社会的責任（ ）に関する実態調査 （ 年 月実施）。以下同じ。
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表 業種・業態別操業・営業年数

上段 度数
下段 ％

操業・営業年数
合計 年未満 年 年 年 年 年以上

業種・業態

全体

自社製品を
持つ製造業

下請製造業

卸・物流業

小売業

その他

表 業種・業態別売上高伸び率

上段 度数
下段 ％

売上高伸び率
合計 ％以上増加 ％未満増加 ％未満増加 マイナス

業種・業態

全体

自社製品を
持つ製造業

下請製造業

卸・物流業

小売業

その他

表 業種・業態別経常利益率伸び率

上段 度数
下段 ％

経常利益率伸び率
合計 ％以上増加 ％未満増加 ％未満増加 横ばい 減少

業種・業態

全体

自社製品を
持つ製造業

下請製造業

卸・物流業

小売業

その他



、 活動の取組実態

ここでは や 活動と目される活動を

法的責任面 環境面 地域・社会面 人

的・労働面 その他 に大括りし、合計 項目

の取組実態について見ている（図 ）。これによ

ると、 なにもしていない と回答した企業はゼ

ロ回答で、何らかの活動をしている。そのなかで

最も多かったのが 法令や社会規則の順守 の

％、次いで 従業員満足、働きやすい職場づ

くり の ％、 定年後の再雇用制度の実施

の ％、 社内電球の 化や社用車のハイ

ブリッド化 の ％などとなっている。

また、業種・業態別に見たものが表 である。

これを見ると、小売業が 包装・梱包資材等の廃

棄物の削減 リサイクル・リユース・リデュー

スの推進 社内電球の 化や社用車のハイ

ブリッド化 など環境面や、 業員満足、働きや

すい職場づくり 障がい者雇用の実施 労働時

間の短縮 育児休業・子供の看護休暇制度等の

導入 男女ともに働きやすい職場環境の整備 など人権・労働面の取組を実施している企

業の割合が高い。

次に、本業の売上増に貢献した取り組みについて聞いたところ、 何もない が ％で

最も多く、これら活動は売上に結びつけるのは難しいようである。売上に貢献した取り組み

としては、 従業員満足、働きやすい職場づくり が ％、 定年後の再雇用制度の実施

が ％と雇用面の項目で多くなっている（図 ）。

活動を進めていく上で支障となっている点を 法的責任面 環境面 地域・社会

面 人権・労働面 に分けて聞いたところ図 のようになった。これを見ると、法的責任

面では 特になし とする企業が ％と半数以上を占めており、法令や社会規則の順守は

当たり前 と捉えている企業が多いことが考えられる。一方、環境面では、 取組の費用

負担が大きい が ％、 事業への効果が把握しにくい が ％などとなっているほか、

地域・社会面 では 地域・社会への効果が把握しにくい が ％、 人的・時間的余

裕がない が ％となっている。また、 人権・労働面 では 特になし が最も多く

％、次いで 人的・時間的余裕がない が ％となっている。

今回の質問項目では、環境面や地域・社会面の項目で示したように、設問項目にあるよう

な行動をすることで企業の名声や評判を高め、それによって売上増に結び付くと につ

ながると考えたが、全体の調査結果からは、先の売上増の貢献した取組が雇用面に対する取

り組みで、従業員のモラルアップによって売上増につながるとしていたのに対し、環境面や

地域・社会面など企業の外部に対する取組に対してはあまり貢献していない結果となってい

る。
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表 業種・業態別の取組

上段 度数
下段 ％

活動の内訳

合計 法令順守
廃棄物の
削減

大気汚染
物の削減

グリーン
調達

エコ推進
活動

の推
進

太陽光パネ
ルの設置

化・ハイブ
リッド車導入 の導入

敷地内の
緑化

敷地外での
植林活動

環境基金
の設立

学校・
への寄付

と
の協同

インターンシップ
生の受入

工場・店舗
見学の受入業種・業態

全体

自社製品を
持つ製造業

下請製造業

卸・物流業

小売業

その他

イベントの共
催・サポート

敷地の市民
への開放

町内清掃
社会奉仕団
体に参加

高齢者向
け宅配

安全な街づ
くり活動

災害時の被
災者支援

フェアトレー
ドの実施

地産地消商
品の販売

従業員満足
の職場作り

再雇用制
度の実施

障がい者雇
用の実施

労働時間
の短縮

育児休業制
度の導入

男女が働きや
すい職場作り

地元から
の雇用

報告
書の作成

その他
何もして
いない

図 本業の売上増に貢献した取組



自律型下請企業と 活動

以下では、今回のアンケート結果から自律型下請企業、自立型下請企業、下請企業を抽出

し、その 活動について分析する。まず、 類型の下請企業の概要を見たものが表 で

ある。今回、下請企業を分類するに当たり、親企業との間の価格決定権を見て 当社の意向

で決定される 下請企業を自律型下請企業、 当社の意向がある程度反映される 下請企業

を自立型下請企業、 ほとんど決定権はない や 全く決定権はない 下請企業を下請企業

として分類したところ、自律型下請企業は 社、自立型下請企業は 社、下請企業は 社と

なった。

これを経常利益率の伸び率との関係で見ると、 ％以上増加 している企業割合が自律

型下請企業で最も多く、次いで自立型下請企業となっている。また、 減少 した企業の割

合は下請企業で最も多いなど、自律型下請企業、自立型下請企業、下請企業の 分類と経常
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利益率の伸び率の高低とは相関している。しかし、売上高伸び率とは相関しておらず、自律

型下請企業よりも下請企業の方で伸び率が高い企業の割合が多く見られた。自律型下請企業

では売上よりも利益を重視した経営をしていることが考えられる。

活動の内容について見ると、 何もしていない というのは自律型下請企業、自立型

下請企業、下請企業のいずれにおいても見られず何らかの取組をしており、特に 法令順

守 は 割ほどの企業が実施している。しかし、 つ目の仮説である や に取組

表 自律型下請企業の概要

従業員数 業種・業態
上段 度数
下段 ％

従業員数
合計 人 人 人 人 人 人 人 人 人以上

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

操業・営業年数 業種・業態
上段 度数
下段 ％

操業・営業年数
合計 年未満 年 年 年 年 年以上

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

売上高伸び率 業種・業態
上段 度数
下段 ％

売上高伸び率
合計 ％以上増加 ％未満増加 ％未満増加 マイナス

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

経常利益率伸び率 業種・業態
上段 度数
下段 ％

経常利益率伸び率
合計 ％以上増加 ％未満増加 ％未満増加 横ばい 減少

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業



む下請企業は“自律型下請企業”である に関して、自律型下請企業であるから積極的に実

施していると言えるものが、 従業員満足、働きやすい職場作り や 障がい者雇用の実

施 と、いわゆる 社会性 に関する項目が挙がっていたものの、それ以外の項目では顕著

な差は見られなかった（表 ）。

次に 活動の実施理由についてみると、 社会の一員として最低限のことをすべきだか

ら にいずれの類型の下請企業も高い割合で回答しており、 企業市民 として高い自覚を

持っていることがわかる。そのことは 社会の公器として積極的に貢献すべきだから への

回答もいずれの類型の下請企業も高い割合で回答したことにも示されている。また、 取引

先から取引条件として求められるから にも自律型下請企業で 社（ ％）、自立型下請企

業で 社（ ％）、下請企業で 社となっており、技術力のある自律型下請企業に対して

取引条件の つに含めようとしている動きが感じられる（表 ）。

一方、 日本のソーシャル・ビジネスで見たように、日本のソーシャル・ビジネスの

要件として革新性が求められるが、 新規事業につながるから の項目に 当てはまる と
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表 活動の内訳

活動の内訳 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の内訳

合計
法令順
守

廃棄物
の削減

大気汚染
物の削減

グリー
ン調達

エコ推
進活動

の
推進

太陽光パネ
ルの設置

化・ハイブ
リッド車導入 の導入

業種・業態

自律型下
請企業
自立型下
請企業

下請企業

敷地内
の緑化

敷地外での
植林活動

環境基金
の設立

学校・
への寄付

と
の協同

インターンシッ
プ生の受入

工場・店舗
見学の受入

イベントの共
催・サポート

敷地の市民
への開放

町内清
掃

社会奉仕団
体に参加

高齢者向
け宅配

安全な街づ
くり活動

災害時の被
災者支援

フェアトレー
ドの実施

地産地消商
品の販売

従業員満足
の職場作り

再雇用制
度の実施

障がい者雇
用の実施

労働時間
の短縮

育児休業制
度の導入

男女が働きや
すい職場作り

地元から
の雇用

報告書
の作成

その他
何もして
いない
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回答した企業は自律型下請企業でも 社しか見られず、 当てはまらない と回答した企業

が 社（ ％）であった。また、 業績アップにつながるから の質問に対しても自律型

下請企業では 当てはまらない と回答した企業が 社（ ％）としている。 の取

組は企業市民として当然すべきことといった意識が強いようである。今回の調査では

を本業の業績と結び付けようとする意識は低く、その意味で 守りの となっており、

表 活動の実施理由

活動の実施理由 社会の風潮だから 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 社会の風潮だから
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

活動の実施理由 社会の一員としてのミニマム 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 社会の一員としてのミニマム
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

活動の実施理由 企業理念に掲載 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 企業理念に掲載
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

活動の実施理由 社会の公器 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 社会の公器
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業



攻めの や として取り組もうとするところは少ない。

次に、地元との関係について見よう。 経営者が地元で育ち、地元に愛着があるから は

自律型下請企業と自立型下請企業で約 割が肯定的で、 多くの従業員が地元の人だから

では自立型下請企業で約 割が肯定的だったが、自律型下請企業では 社（ ％）しか見

られなかった。また、 多くの販売先、顧客が地元だから はいずれの下請企業もほとんど

が あてはまらない と回答している。中小企業白書では地元で 顔の見える信頼関係 を

活用しながら、地域の課題解決を自らの事業として取り組み、持続的な事業活動をしていく
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活動の実施理由 経営者が地元育ち 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 経営者が地元育ち
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

活動の実施理由 多くの従業員が地元 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 多くの従業員が地元
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

活動の実施理由 多くの販売先が地元 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 多くの販売先が地元
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

活動の実施理由 取引先からの取引条件 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 取引先からの取引条件
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業
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ことが重要であるとしているが、代替わりをした経営者も増加しており地元との関係が希薄

化していることも考えられる。また、販売先に地元が少なかったのは、東大阪市の中小製造

業の取引先は全国に広がっていることがこうした結果の一因になっていることが考えられ

る。

ユーザーとの関係を見るため、 当社・当店の 活動に対して、販売先や消費者はそれ

活動の実施理由 業績アップに連動 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 業績アップに連動
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

活動の実施理由 従業員のモラルアップ 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 従業員のモラルアップ
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

活動の実施理由 新規事業につながるから 業種・業態

上段 度数
下段 ％

活動の実施理由 新規事業につながるから
合計 当てはまる 当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業

表 活動に対するユーザー評価

上段 度数
下段 ％

当社の 活動をユーザーが評価
合計 多いに当てはまる ほぼ当てはまる どちらともいえない あまり当てはまらない まったく当てはまらない わからない

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業



なりの評価をしてくれている を見ると、自立型下請企業の中に 多いに当てはまる と回

答した企業が 社（ ％）、 ほぼ当てはまる が 社（ ％）見られたが、自律型下請

企業では どちらともいえない が ％であった（表 ）。また、 仕入先に 活動をし

ている企業がいれば 自立型下請企業で 積極的に取引する が 社（ ％）、 価格次第

で取引する が 社（ ％）、自律型下請企業では 価格次第で取引する が 社

（ ％）見られたものの、大半は 仕入先の 活動の有無は取引には全く関係ない

であった（表 ）。

このことから、 つめの仮説である 自律型中小企業の とユーザーや消費者の関係

は 概念で説明できる について、 として取り組もうとしている企業が統計的有

意な違いとして検出できなかったこともあり、検証されなかったことになる。

．若干の考察と残された課題

今回のアンケート調査結果から、東大阪市の中小企業は何らかの の取組を行ってい

ることがわかった。特に法令順守については大半の企業が実施しており、 取組の基本

となっていた。自律型下請企業を取り出して見ると、 従業員満足、働きやすい職場作り

や 障がい者雇用の実施 の項目が高い回答結果となっており、自律型下請企業は雇用面に

関して 社会性 を有していることがわかった。しかし、仮説としてあげた や

に取組む下請企業は“自律型下請企業”である は他の下請企業も多くの項目で実施してい

る項目は同じように実施しており、十分な検証結果が得られたわけではない。

このように、自律型下請企業とそれ以外の下請企業とで比較した時に、一部の項目でしか

違いが見られなかったが、これには、中小企業の に対する認識が全体として“実施し

て当然”とする考え方で捉えられており、中小企業庁が言うような戦略的なものとして捉え

られていないことが考えられる。このことはまた、中小企業が を取り組むにはかなり

の開きがあることを示している。ただし、やや逆説的になるが、中小企業において を

戦略的に捉えたり、 として捉えたりしている企業が出てくれば、キリンビールの氷結

のようにそれだけでニュースになる。今回はアンケート調査からの分析結果であるが、今

後、ヒアリング調査により戦略的に を行っている企業や を実施している企業を発
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表 実施企業との取引

実施企業との取引 業種・業態
上段 度数
下段 ％

実施企業との取引
合計 積極的に取引 価格次第で取引 取引には無関係 わからない その他

業種・業態

自律型下請
企業
自立型下請
企業

下請企業
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掘し、その実態を明らかにする必要がある。

ところで、今回の の取組は、大きく 法的責任面 環境面 地域・社会面 人

権・労働面 などのテーマ別に分けたが、 インターンシップやトライアル生の受入 や

学校や 等への寄付 などのように社外に向けての取組と、 従業員満足、働きやす

い職場づくり や 定年後の再雇用制度の実施 などのように社内に向けての取組、さらに

との協働 や 工場敷地内や店舗の一部にコミュニティスペース等を設置して市民

に開放 などのように社内と社外の両方に効果を発揮するような取組がある。この中で、イ

ンターンシップの受入やトライアル生の受入は、受入企業側にとって説明や指導など本来業

務とは別に対応することが求められ、一見すると価値を生まない取組のように思われる。し

かし、実際、そうしたインターンシップや工場見学等を受け入れている企業（製造業）の話

を聞くと、今まで従業員は外部の人に自分たちの仕事を見てもらうような機会がなく、見ら

れることでモチベーションが上がるという。さらに、見られるということは外部の人たちが

工場内などの施設に入ってくることから、当然、綺麗にしようという意識が働き、 （整

理、整頓、清潔）活動につながる。 に結びついたことで企業全体の経営効率化など改善

活動につながり、結果として企業の利益増にも結びつくことから、 の取組は間接的な

目に見えない効果 があることを示している。これまで、 が本業の売上増に結び付

く取組として捉えてきたが、 にもこうした側面があることがわかる。今後、こうした

間接的効果についても補足していく必要がある。

残された課題として、今回の調査では 社から回答を得たが、自律型下請企業をはじめ

とする回答企業数が少なかったことがある。今後、全国的な大規模調査を実施し、 や

に取組む中小企業の実態をさらに深く解明することがある。また、もうひとつの課題

である 自律型中小企業の とユーザーや消費者の関係は 概念で説明できる に

ついても十分に検証されなかった。 つ目の仮説と同様、今回の調査からは 取組企業

が抽出しきれていないことがあるが、大規模調査やヒアリング調査を実施することのほか、

消費者との関係を見るため、小売業に絞った調査を実施することが考えられる。また、それ

らの調査ができたときの課題になるが、先に注 で示したように、農水産物の認証食品制度

と類似した 認証 制度の導入について検討することがある。 取組企業とそこで

の製品やサービス等の品質とが連動し、一定以上の基準をクリアした企業が 認証企

業 となり、それら企業の製品やサービスが社会からの評価も高まり、積極的に購入したい

と思う企業が増加することが考えられる。これも今後の課題である。
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